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中低層杭基礎建物の地震観測に基づく上部構造慣性力と地盤変位の位相差に関する一検討 
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1. はじめに 
杭基礎建物の耐震設計では，上部構造の慣性力と地盤変位を

外力として如何に作用させるか，課題が残されている1)．上部

構造慣性力と地盤変位の位相差は，動的相互作用（SSI）の影

響を強く受けると考えられる．そこで，文献 2 の地震観測記録

を用いて，建物と地盤の固有周期および上部構造慣性力と地盤

変位の位相差を推定し，両者の大小関係について検討した． 
2. 建物と地盤および地震観測記録の概要 2) 
高知市中心部で地震観測を行っている中低層杭基礎建物 2棟

（以下，建物A, B）の概形および各棟の屋内外に設置した3台
の地震計の大凡の場所と方位を図 1 に示す．建物 A は 2008 年

に竣工した共同住宅，建物 B は 1995 年に竣工した事務所ビル

で，いずれも主体構造は RC 造，地下根入れ深さ約 2m（基礎

梁），PHC 杭（建物 A は杭長 21m で杭径 500-600mm×19 本，

建物Bは杭長 44mで杭径500-600mm×20本）である．建物A, 
B の地盤調査に基づく S 波速度構造と 1 次せん断振動モード

（刺激関数）を図 2に示す．詳細は文献 2 を参照されたい． 
 

 
図1 建物A, Bの概形および屋内外に設置した地震計の大凡の場所と方位 

 
図2 建物A, Bの地盤調査に基づくS波速度構造と1次せん断振動モード

（Tgは地盤の固有周期） 

建物 A, B で得られた 11, 32 地震の観測記録（いずれも計測

震度3程度以下）の水平動フーリエスペクトル比（X, Yのうち

SSI の影響が現れやすい方向）の平均と標準偏差を図 3(a)-(d), 
4(a)-(d)に○印と灰細線で示す．建物 A の構造計算書によれば，

上部構造のプッシュオーバー解析に基づく1次固有周期はX, Y
方向とも 0.45s で，観測された水平動スペクトル比の 6F / 1F の

ピーク周期（X 方向 0.18s，Y 方向 0.26s：図 3(a)）と整合しな

い．建物 B の設計図書は残っていない．そこで，建物 A, B そ

れぞれ観測された水平動スペクトル比を説明できる建物－地盤

連成系を模擬した多質点系 Sway モデルを同定して，検討に用

いることとした．なお，連成系モデルに Rocking 地盤ばねを付

与しないのは，後述の逆解析においてパラメタ（剛性と減衰）

の感度が低く，いずれも同定が困難だったことによる． 
 

 
図3 建物 A で得られた 11 地震の水平動フーリエスペクトル比の観測値

（平均および標準偏差）と逆解析による理論値の比較 
 

 
図4 建物 B で得られた 32 地震の水平動フーリエスペクトル比の観測値

（平均および標準偏差）と逆解析による理論値の比較 
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3. 水平動スペクトル比の逆解析による多質点系Sway モデル 
建物の最上階 / 1 階，1 階 / 地表，最上階 / 地表の 3組の水

平動フーリエスペクトル比を対象に，観測値と理論値の規準化

残差 2 乗和平均が最小となる多質点系 Sway モデルを，遺伝的

手法と非線形最小 2 乗法を併用した逆解析3)により同定した．

この際，理論スペクトル比は，系のモード解析に基づく加速度

伝達関数H(ω )（(1)式）4), 5)を用いて表現した． 
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ここに，iは虚数単位，ω は角振動数，ωj, hj, β ujは j次モードの

固有角振動数，減衰定数，応答点における刺激関数の値である．

(1)式の入力となる基礎入力動は，文献 6, 7 を参考に，ηとλmin

をパラメタとする(2)式の振幅比スペクトル |λ(ω )|を地表の水

平動スペクトルに乗じて得られるものとした． 
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系の各質点の重量は，建物 A では構造計算書に基づいて，建

物 B では地上部分を 11-14kN/m2，地下部分を 22kN/m2 と仮定

した．Sway 地盤ばねの減衰は，系に対する感度が低かったた

め，減衰定数 2%と仮定して計算した． 
逆解析から得られた建物 A, B の各階の層剛性と減衰定数お

よび Sway 地盤ばね剛性を図 5 に示す．図 3(a)-(d), 4(a)-(d)の赤

実線は，同定された系（図 5）に対応する水平動スペクトル比

の理論値で，いずれも観測値（○印）と概ね適合している．図

3(e), 4(e)の赤実線は，同定されたηとλminによる(2)式の基礎入力

動で，1 階の観測記録から(1)式を用いて逆算した入力の推定値

（黒実線）と調和的である．このことは，逆解析の妥当性を示

唆している．また，図 2-5 から，SSI の影響は相対的に，建物

A で小さく，建物Bで大きい可能性が推察される． 
4. 上部構造慣性力と地盤変位の位相差の推定 
同定された建物A, B の多質点系 Sway モデル（図 5）と基礎

入力動（図 3(e), 4(e)）を用いて，地表観測記録に対する建物－

地盤連成系の(1), (2)式による線形応答解析を行った．また，図

2 の地盤構造（各層の減衰定数 2%）を用いて，地表観測記録

に対する地盤の 1 次元重複反射理論による線形応答解析8)を行

った．これらの解析結果から，上部構造の地上部分の慣性力

（1 階の層せん断力）および地下部分の慣性力（質量×応答加

速度）と地盤変位（地表－基盤の相対変位）の関係を時刻歴で

求め，それぞれ最大値で規準化して描くことで，これらの位相

差を推定した．計測震度 3程度の地震記録に対する推定例を図

6 に示す．図の実線は，応答解析の結果から得られた規準化し

た上部構造慣性力と地盤変位の関係で，これに概ね外接する楕

円（鎖線）から両者の位相差の最大値が推定される． 
図 6 から，上部構造慣性力と地盤変位の位相差は，建物 A

（建物周期Tb / 地盤周期Tg = 0.5-0.8 程度）で最大 10-20°程度，

建物B（Tb / Tg = 0.08-0.2程度）で最大 30-40°程度と推定され，

SSI の影響の大小を反映している．いずれの建物も，X, Y のう

ち SSI の影響が現れやすい方向で位相差が若干（5-10°程度）

大きい．また，地上部分と地下部分の慣性力に同程度の位相差

がある．同様の傾向は，他の計測震度の地震記録に対しても認

められた．以上より，上部構造の地上部分および地下部分の慣

性力と地盤変位の位相差は，Tb / Tgなど SSI の影響に大きく寄

与するパラメタから推定できる可能性が示唆される． 
なお，同定された Sway 地盤ばねと基礎入力動は，3 次元

FEM や薄層法により弾性波動論から導かれる値と比較して検

証する必要がある．今後の課題としたい． 
5. まとめ 
中低層杭基礎建物の地震観測記録を用いて，建物－地盤連成

系を模擬した多質点系 Sway モデルを逆解析により同定し，上

部構造慣性力と地盤変位の位相差の大小を建物と地盤の固有周

期の大小から推定できる可能性を示した． 
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図5 逆解析で得られた建物 A, B の各階の層剛性と減衰定数および Sway

地盤ばね剛性（Tb, Tswは建物および建物－地盤連成系の固有周期） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6 建物 A, B の上部構造の地上部分および地下部分の慣性力と地盤変位

の位相差の推定例（規準化した上部構造慣性力と地盤変位の関係） 
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